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今回のシンポジウムの由来は、言うまで

もなく、7年前にオウム真理教が起こした

地下鉄サリン事件である。一般の言説に

「宗教テロ」という言葉を導入したこの事

件が引き起こした帰結は多岐にわたる。宗

教団体への懸念の増大、保安秩序について

の自信の喪失、法律の改正や整理、国家の

危機対策・公安体制の再検討、オウム信者

への懸念と彼らの「救済」、宗教学の役割

への問いかけ、「カルト」や「マインド・

コントロール」という輸入概念の普及など、

これらの帰結が日本社会、特に日本の宗教

事情や宗教学者の環境を大きく変えた。宗

教学者にとって、オウム事件をはじめとす

る「宗教問題」が避けて通れない課題の一

つとなった。25年あまり宗教研究や宗教間

対話に携わってきた南山宗教文化研究所に

とっても同様であろう。

この2年間、南山宗教文化研究所はこう

した「宗教問題」と取り組んでいる弁護士、

ジャーナリスト、宗教学者を招いて、社会

問題化された宗教について考え、研究およ

び対話の分野で私たちにどのような貢献が

できるか、その可能性を模索しようとして

きた。このシンポジウムは、これまで研究

所が取り組んできた「対話」と同様、その

模索の到達点ではなくその途中の一つの通

過点と考えたほうがよいであろう。

オウム事件は日本の宗教および宗教学を

取り巻く状況を変えただけではなく、世界

各地にも波紋を投げかけた。また、逆に問

題視された宗教に関して外国で、特に欧米

で行われている議論・討論が日本の事情に

もかなりの影響を与えている。「カルト」

や「マインド・コントロール」という外来

語自体が何よりもその影響を示すであろ

う。グローバリゼーションという概念で世

界各地の諸現象の影響や意義がますます認
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識されるようになっている現在、まずここ

でその背景、このシンポジウムで論じるも

のの国際的なコンテキストの概要を提示す

ることを試みたい。

「カルト」の由来

マスメディアなどのなかだけでなく、国

内では宗教学の概念として使われるように

なっている「カルト」という言葉は、漠然

と「社会問題になっている宗教」という意

味で認識されているようである。この用語

は20世紀前半から宗教における特定のカテ

ゴリーとして使用されるようになり、それ

以降その定義を定めるいくつか重要な試み

がみられる。「カルト」研究を専門とする J.

Gordon Melton はその定義の展開をたどる

とき、まず1920年代にさかのぼり二種類の

意味を認識する1。一つは Ernst Troeltsch の

有名なチャーチ・セクトの類型論の訂正版

であり、公認された、あるいはある地域の

主要な宗教に対抗する比較的に小規模の宗

教教団としてセクトと似ているが、セクト

と異なってその主要な宗教と同じ伝統の中

にあるものではなく、外から来た全く違う

宗教伝統をもつ教団がカルトと定義されて

いた。たとえば、キリスト教を主要な宗教

伝統とするアメリカでは、東洋宗教にかな

り影響されている神智学協会、クリスチャ

ン・サイエンス、ヴェーダンタ協会などが

「カルト」と呼ばれる。

このような記述的な使用法と対照的にも

う一ついわゆる規範的な意味がほぼ同時代

に「カルト」につけ加えられている。Jan

Karel van Baalen の著作がこの第二の用法を

代表するものであるが、そこで「カルト」

は「本当の宗教」、つまり「キリスト教」、

もっと正確にいえば Van Baalen の理論では

神の恵みのみによる救い――日本の宗教用

語を使えば「他力」による救済――を説く

キリスト教以外のすべての宗教に当てはま

る概念である。

周知の通り、「カルト」教団が特に注目さ

れるようになり、マスメディアの関心とな

ったのは1960年代のアメリカであった。こ

の時期に、Melton が指摘する二種類（記述

的と規範的）の意味での「カルト」の使用

法が確認できる。1965年のアメリカの移民

法の改正によって、19世紀から制限されて

いたアジアからの移民の数が緩和され、移

民とともに、アメリカの主流の宗教と異な

った伝統をもつさまざまな「カルト」が特

にアメリカの西海岸に登場した。同時にキ

リスト教に基盤をもちながら非正統的な様

相をもっている（と見なされた）教団が反

体制の運動家を中心に若い人を集め、その

ために注目されるようになった。彼らの教

団はその「非正統的」な様相のゆえに、

Van Baalen の言う規範的な意味で「カルト」

と呼ばれるようになり、そしてこの規範的

な使用がこの「非正統的」な宗教に入信し

た若者の親族を中心とする反カルト運動、

脱カルト運動の活動によってだんだんと有

力的になってくる。

1978年の人民寺院の集団自殺以来、「カ

ルト」は危険で、反社会的だといった意味

合いが強まり、不幸にも変な宗教に入って

しまった若者の親族という個人の問題にと

どまらず、これらの教団の存在は社会問題

として見なされるようになった。組織化さ

れた反カルトのグループは、専門家と協力

して「カルト」の特徴――独裁的な指導者、

隔離生活、終末論的思想の存在、正体を隠

して行う勧誘、何よりも洗脳あるいはマイ

ンド・コントロールの使用――を描こうと

した。一方、「カルト」とされた教団が自ら

を擁護するために積極的に宗教学者と連絡
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をとったり、名誉毀損の訴訟を起こしたり

していた。この闘争のなかで、反カルトの

主張を受け入れない学者はカルト護教者、

カルト弁明者と呼ばれたり、かなり激しい

論争を行うことを余儀なくされたりした。

結局、裁判所での判決によってこの論争に

一応の決着がついた。すなわち、両方の側

の学者が専門家として裁判所からの要請に

応じ、学問としてのコンセンサスを形成す

るために複数の学会がそれぞれこの問題を

検討し正式の見解を示すことになった。結

果として宗教学の諸学会だけではなく、心

理学を含む社会科学者の組織では特定のカ

テゴリーとしての「カルト」、または特定の

技術としての「マインド・コントロール」

は認識できないという判断を下した。ここ

で、特に重要なのは1987年にアメリカ心理

学会が下した洗脳は科学的に論証すること

ができないという決定であった。これ以降、

アメリカの裁判所は概して「カルト」を規

定する洗脳やマインド・コントロールにつ

いての証言を受け入れないようになった。

しかし、反カルト運動に決定的な打撃を与

えたのは彼らが強制的に脱カルト・脱マイ

ンド・コントロールをはかった人たちと関

係をもったことであった。拉致・監禁され

た信者の訴訟によって賠償の支払いが命じ

られ、1996年には規模や影響力から言って

もっとも有力な反カルトグループ Cult

Awareness Network (CAN) の自己破産した。

こうしてアメリカにおける「カルト」論

争は1990年代半ばまでに反カルト運動の敗

北でほぼ決着した。しかしながら、すでに

1970年代から反カルト活動家や組織化され

た反カルト運動は欧米各国で、同じように

問題視された宗教団体に入っている若者の

親族グループと連絡をとったり、あるいは

出版活動を通して「カルト」教団の危険性

を一般市民に訴えていた。こうして、アメ

リカでの法的な敗北にもかかわらず国際的

な運動となったこの反カルト運動は消滅す

るどころか、国・地域によっては未だにか

なりの勢力を持っている。これから簡単に

その国際的な展開を見ることにする。

国際的反カルト運動

反カルト運動は北米・ヨーロッパのほと

んどの国に存在しており、または現在の中

国のように、その運動が成立していなくて

も反カルト的な言説・理論が優勢と見られ

ているところもある。ここではいくつかの

例をあげて、各国においてこの運動がどの

ように受け入れられているかを検討してみ

よう。

アメリカ文化との間で複雑な関係を持つ

カナダでは、反カルト運動とその言説は大

きな影響力をもっていないように見られる。

さきに述べたカルトの規範的な定義を一般

化したVan Baalen は実はカナダ人のキリス

ト教牧師であったが、彼は正当なキリスト

教とそれ以外の宗教との区別をつけてはい

たが、他宗教の信者に対しては割りと寛容

であったようである2。おそらくこれが「カ

ルト」教団に対する現代の多くのカナダ人

の態度をあらかじめ示していたということ

がいえるであろう。すなわち、1978年の人

民寺院事件以来「カルト」がカナダでも注

目され、1980年に統一協会の元信者の本が

出版され一時的に話題になったこともあっ

たが、1980年代前半にはこの反カルト感情

は冷めていった。1994年にはカナダとスイ

スの両国で太陽寺院事件が起こったにもか

かわらず、マスメディアでは反カルトの言

説よりも一貫して信教の自由の大切さが主

張されているようである3。

イギリスでの反カルト状況はカナダほど



明瞭ではない。世間を騒がせることを好む

イギリスの新聞などでは「カルト」につい

ての記事がたびたび見られ、裁判所および

政府によって「カルト」や「カルト」信者

に対して不都合な判決・決定が下されたこ

ともあった。しかし、反カルト運動の一方

的な情報に対してこれらの宗教に関する客

観的な情報を収集し伝達するために、1988

年に INFORM （Information Network Focus

on Religious Movements）が政府と既成宗

教諸教団の協力によって設立された。以後

このネットワークは毎年千件以上の問い合

わせに答え、小冊子の刊行およびセミナー

の開催によって積極的に問題視された宗教

に関する情報を提供している4。

フランスでは2001年5月にいわゆる「反

カルト法」が成立されたことが示すように

反カルト運動が優位な立場にある。1994年

の太陽寺院事件はフランス社会に強い波紋

を投げかけたが、それ以前にもこの国では

反カルト感情および政府の反カルト活動が

顕著であった。1970年代の後半には、反カ

ルト活動家が、政府だけでなく既成宗教

（特にカトリック教会）の支援をも受け、

ADFI（Associations de Défense des Familles

et del’Individu）という組織を設立した。内

務省から管理経営の援助を受けているこの

反カルト運動はたびたび国会に報告書を提

出し「カルト」教団について警告を流した。

1980年代の半ば頃から、Opus Dei などカト

リック教会内の組織が ADFI によって「カ

ルト」とされたことがきっかけとなり、カ

トリック教会は支援を控えるようになった

が、政府との関係はますます密接なものに

なっているようである。1996年に、170以

上のグループが国会での報告において「カ

ルト」として認識され、翌年以降毎年総理

府の機関である「カルトの全国観測所」が

「カルト」問題について報告し解決策を提案

している。2001年の新法では特定の教団が

「カルト」として指示されることはなく、ま

た「カルト」の定義も定められていない。

法案では「カルト」の中心的な特徴とされ

ている洗脳、マインド・コントロールを意

味する「心理的操作」が犯罪と定められた

が、曖昧だとして批判され、最終的に「無

知または（精神的な）弱さの詐欺的な悪用」

となっている。

1994年以来、アメリカ政府は前述したよ

うなフランスでの展開を「信教の自由への

妨害」としてたびたび批判しているが、逆

にフランスの政府機関やマスメディアはア

メリカ政府への「カルト」の過剰な影響を

指摘する。ドイツもアメリカ政府機関の批

判の的となっているが、ドイツの反カルト

状況はまたフランスの状況とかなり異なる。

ドイツでは、反カルト運動はいわゆる「被

害者の会」という草の根運動よりもかなり

組織化された運動となっている5。これらの

運動のほとんどは既成宗教と関連していて、

1970年代の後半から80年代前半にかけて政

府機関から資金を提供されていたが、特定

の宗教への援助としてこれは裁判所に禁じ

られた。それ以降、「カルト」についての情

報を提供する独立した機関が成立し公的資

金を受け取っている。また、1979年から連

邦政府は社会問題になりうるいくつか特定

の宗教教団を指定したが、宗教を禁止する

ことは原則的に憲法違反に当たるとして避

け、問題が出た場合には既存の法律で処理

することを決めた。1979年の報告で指定さ

れた団体の一つがサイエントロジーであっ

た。この教団は政府からの扱いを不当だと

主張し、特に1990年代以降、外から、とり

わけアメリカから圧力をかけようとしてい

る。それに対して、ドイツ連邦の内務省は
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1997年にサイエントロジーを監視の対象と

した。

というわけで、反カルト運動の主張が受

け入れられるかどうか、この運動が公的な

政策に影響を及ぼすことができるかどうか、

各国でかなりの差異が見られる。その差異

を説明するためにいくつかの要因が考えら

れるが、これからそれらの要因について検

討してみたい。

反カルト運動の「勝敗」の要因

Anson Shupe と David Bromley6 は、アメ

リカの反カルト運動の盛衰を以下のように

説明する。まず、組織化することによって

人材、資金などの財産を効率的に使用する

ことができ、また出版活動、マスメディア

などを通して公的言説に影響を与えること

ができた。また、最初は特定の宗教的観点

から「カルト」を批判した反カルトの活動

家は、組織化する段階で特定の宗教から独

立して、世俗化された組織へと変貌するこ

とになった。心理学者などの専門家と連帯

することで反カルト運動の議論もある程度

世俗化され、運動の対象となる「カルト」

は宗教団体だけではなく、政治団体、教育

団体、精神療法団体、商業団体にも当ては

まると論じられるようになる。しかし、こ

の世俗化は説得力をもっていなかったか、

あるいは遅かったのかもしれない。という

のも、Shupe と Bromley によるとアメリカ

における厳格な政教分離により反カルト運

動は政府の機関から支援を得られず、主張

を通すことができなかったからである。

こうして政教分離の原理はアメリカの

反カルト運動の衰退を説明する一つの要因

になりうるが、カナダやヨーロッパ諸国の

現状がすべて同じ理由で説明できるとは言

いがたいであろう。各々の状況の特徴を細

かく考えてみると複数の要因が認識できる。

たとえば、カナダのように新しい宗教に対

しての寛容性が高いところでは反カルト運

動が根をおろすことは難しいように見える。

フランスでは、社会の世俗化の過程が要因

になると Daniele Hervieu-Leger が論じてい

る7。すなわち、近代フランスでは国家に擁

護されている信教の自由は個人の内的信仰

で、それは理性的なものでなければならな

いと一般に考えられている。そのために、

内的にはイスラムを信じることが擁護され

ているが、公共の場で頭にスカーフを巻く

ことは禁じられているし、また、カトリッ

ク教会の聖霊運動を含む「非理性的」な宗

教から国家は市民を守る義務があると考え

られている。ドイツの場合、政府の政策に

対するサイエントロジーの行動そのものが、

さらに政府の対策の強化につながったよう

に見える。

各国の法制度、国民性、宗教の捉え方の

ほかに、複数の関係者の行動が反カルト運

動の活動と言説の受け入れに影響している。

国家、メディア、専門の学者、新しい宗教

運動、既成教団、入信者の家族や親族、元

信者、犠牲者（と自己認識している人）、組

織化された反カルト運動のすべてがこのド

ラマのキャストになっており、それぞれの

目標、理想、責任、利益のために動いている。

シンポジウムで目指すもの

オウム事件とともにここまでで述べてき

た反カルト運動にかかわる国際的な状況が

このシンポジウムの背景にはある。ここで

検討する概念や理論はオウム事件に対して

初めて考え出されたものではなく、激しい

闘いのなかで作り上げられてきたものであ

り、その闘いは決して終わっていない。し

かしここでその闘いから一歩身を引いて改
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めて治安の維持と信教の自由を含む人権の

擁護のあいだ、多元主義と秩序のあいだ、

寛容と真理のあいだに立って考えなければ

ならない。

私たちが生きている社会状況はそのよう

な〈あいだ〉で行われるはずの対話を容易

にしてはいない。渡邉学が指摘するように、

現在の日本では、「カルト」や「マインド・

コントロール」という概念の有効性を疑問

視することは非常識な行為と見なされてい

る8。「カルト」に巻き込まれている人々を

「救済」するためであれば拉致・監禁に値す

る行為も容認されている。明確に犯罪を犯

した宗教団体だけではなく新宗教というカ

テゴリー全体、あるいは宗教そのものが問

題視されており、その活動を監視・制限す

ることが広く一般市民に支持されている。

このシンポジウムについて考え始めたとき

に、「社会問題化された」宗教の信者もこの

対話に招くべきではないかという提案もあ

ったが、結局現在の状況ではそれは難しい

であろうと判断した。

いわゆる「カルト」をめぐる論争ですで

に多くの犠牲者が出ている。学問的な名誉

が問われている人、裁判にかけられている

人、子供・兄弟・配偶者が離れ離れになっ

ている人、行動が規制されている人、殺害

された人や身の危険を感じながら生きてい

る人、何よりもこの問題と何の関係のなか

ったのに、ただ7年前のある朝地下鉄に乗っ

ていて被害にあった多くの人々。対話を促

すことは彼らの苦しみや怒りを無視するも

のではなく、それに答える一つの方法だと

私たちは信じている。このシンポジウムが

その対話に貢献できれば幸いである。
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